
計算書類に対する注記(法人全体用)
別紙１

1．重要な会計方針

　（1）固定資産の減価償却の方法

　　　①車輌運搬具、器具及び備品

　　　　　平成19年３月31日以前に取得したものについては旧定額法

　　　　　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法

　　　②ソフトウエア

　　　　　残存価格を0とする定額法

　（2）引当金の計上基準

　　　①退職給付引当金

　　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、期末要支給額（当該会計年度末に職員全員が

　　　　　自己都合により退職したと仮定した場合に支給すべき退職金の額を計上している。

　（3）消費税等の会計処理

　　　　　消費税等会計処理は税込方式

2．重要な会計方針の変更

　該当なし

3．法人で採用する退職給付制度

　　　　採用する退職給付制度は以下のとおりである。

　（1）全国社会福祉団体職員退職積立基金制度

　　　　　正規職員について、社会福祉法人全国社会福祉協議会の実施する全国社会福祉団体職員

　　　　　退職手当基金制度に加入している。

　（2）沖縄県社会福祉事業共済会退職共済制度

　　　　　正規職員について、一般財団法人沖縄県社会福祉事業共済会の実施する退職共済制度

　　　　　加入している。

4．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

　　　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

　　(1) 法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式)

　　(2) 社会福祉事業における地域福祉拠点区分、サービス区分別内訳表

　　(3) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　地域福祉事業拠点                                  (社会福祉事業        )

　　　法人運営事業

　　　生活福祉資金貸付事業

　　　日常生活自立支援事業

　　　積立預金積立事業

　　　　福祉積立預金積立事業

　　　　介護保険積立預金積立事業

　　　　財政調整預金積立事業

　　　共同募金配分金事業

　　　　老人福祉活動事業

　　　　障害児・者福祉活動事業

　　　　児童青少年福祉活動事業

　　　　母子父子福祉活動事業

　　　　福祉育成援助活動事業

　　　　ボランティア活動育成事業

　　　地域福祉活動事業

　　　歳末たすけあい配分金事業

 



　　　宮古島市指定管理者運営事業

　　　　平良老人福祉センター運営事業

　　　　宮古島市社会福祉センター運営事業

　　　　伊良部老人福祉センター運営事業

　　　　上野老人福祉センター運営事業

　　　長寿大学受託事業

　　　介護予防普及啓発事業

　　　　介護予防普及啓発事業しゃきょう

　　　訪問入浴介護受託事業

　　　地域における生活困窮者支援等のための地域づくり事業

　　　宮古島市地域子育て支援事業

　　　宮古島市地域福祉計画推進事業

　　　法人後見受任事業

　　　移動支援受託事業

　　　　移動支援受託事業しゃきょう

　　　地域包括支援センター事業ひらら

　　　　包括的支援事業ひらら

　　　　一般介護予防事業ひらら

　　　　認知症初期集中推進事業ひらら

　　　　認知症カフェ事業

　　　　指定介護予防支援事業ひらら

　　　地域包括支援センター事業みやこ

　　　　包括的支援事業みやこ

　　　　一般介護予防事業みやこ

　　　　認知症初期集中推進事業みやこ

　　　　指定介護予防支援事業みやこ

　　　生活支援体制整備事業事業

　　　地域介護予防活動支援事業

　　介護保険等事業拠点                                (社会福祉事業        )

　　　居宅介護支援事業

　　　訪問介護事業

　　　　訪問介護事業しゃきょう

　　　通所介護事業

　　　　通所介護事業ぐすくべ

　　　小規模多機能型居宅介護事業

　　　　小規模多機能型居宅介護事業きゃーぎ

　　　　小規模多機能型居宅介護事業たかやま

　　　障害者総合支援事業

　　　　障害者総合支援事業しゃきょう

　　　一般旅客自動車運送事業

　　　　一般旅客自動車運送事業しゃきょう

　　　くらしのサポート事業

　　　　くらしのサポート事業しゃきょう

5．基本財産の増減の内容及び金額

　　　増減なし

6．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当なし

　　　該当なし

7．担保に供している資産

 



8．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要)

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　　該当なし

11．関連当事者との取引の内容

　　　　　該当なし

12．重要な偶発債務

　　　　該当なし

13．重要な後発事象

　　　　該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　　　該当なし

14．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

　　　　明らかにするために必要な事項

　　　　　　　　該当なし

(単位：円)

当期末残高取得価額 減価償却累計額

　基本財産特定預金 5,000,000 5,000,000 0 

　車輛運搬具 117,879 28,940,070 28,822,191 

　器具及び備品 6,480,887 30,220,209 23,739,322 

　権利 0 0 0 

　ソフトウエア 0 1,807,050 1,807,050 

　　　  合計 11,598,766 65,967,329 54,368,563 

(単位：円)

債権の当期末残高債権額 徴収不能引当金の
当期末残高

　事業未払金 11,950,492 11,950,492 0 

　その他の未払金 25,264,526 25,264,526 0 

　預り金 3,742,612 3,742,612 0 

　賞与引当金 0 0 0 

　　　  合計 40,957,630 40,957,630 0 

 


